
 

事業者提案型育成室運営業務委託（湯島地区）プロポーザル募集要項 

 

１ 募集目的 

  文京区では、喫緊の課題である育成室待機児童対策のため、文京区育成室運営条例等に

定める育成室の開設を行ってきたところです。しかしながら、対象児童数の更なる増加等

に伴い、新たな保育ニーズが生じる状況となっています。このような状況の中で、待機児

童解消のための緊急対策として、民間活力を活用した育成室の整備を進めることとしま

した。 

本公募は、この方針に基づき、指定地域におけるテナント等の物件活用提案及び環境整

備を含めた開設準備に加え、児童の健全な育成を図るため、質の高い保育サービスを効果

的に提供できる事業者を公募するものです。 

 

２ 参加資格 

  次に掲げる資格要件を全て満たす事業者とします。 

⑴ 申込書類提出時点で、対象業務における文京区での競争入札参加資格を有している

こと。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項に規定する者に該

当しないこと。 

⑶ 文京区指名競争入札の参加資格を有する者に対する指名停止取扱要綱（18 文総契第

347号。以下「指名停止要綱」という。）による指名停止を受けていないこと。 

⑷ 文京区契約における暴力団排除措置要綱（23文総契第 306号）第４条第１項の入札

参加除外措置を受けていないこと。 

 

３ 業務期間 

  内 装 整 備  令和７年 11月４日から令和８年３月 31日まで（予定） 

  開 室 準 備  令和８年 １月５日から令和８年３月 31日まで（予定） 

事 業 運 営  令和８年 ４月１日から令和９年３月 31日まで 

 

４ 実施事業 

本事業は、区の指定する整備地域において物件を提案し、必要に応じて区と協定書を締

結した上で当該物件の不足する仕様の整備を実施し、当該物件において育成室運営を行

う事業者を募集するものです。 

なお、提案いただいた物件については、区が賃貸借契約等を締結し、賃料を支払います。 

育成室の仕様整備については、関係法令に基づく施設基準を満たすとともに、本要項に

定める条件を満たすことが必要となります。 

 ⑴ 事業種別 

   児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）に定める放課後児童健全育成事業 



 

⑵ 開室年月日 

  令和８年４月１日 

⑶ 定員（予定） 

約 40人 

※ 待機児童の状況により定員増を行う場合があります。 

⑷ 保育日 

月曜日から土曜日まで。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）

に規定する休日及び年末年始（12 月 29 日から同月 31 日まで並びに１月２日及び同月

３日）は除くものとします。 

⑸ 保育時間 

ア 区立小学校開校日（平日） 下校時から午後６時 30分まで 

イ 区立小学校休業日（夏季・冬季・春季休業日の平日） 

午前８時 15分から午後６時 30分まで 

  ウ イ以外の平日の区立小学校休業日 午前８時 30分から午後６時 30分まで 

  エ 土曜日 午前８時 30分から午後５時まで 

⑹ 育成室の環境整備 

ア 不足する育成室の仕様整備については児童福祉法、文京区放課後児童健全育成事

業の設備及び運営の基準に関する条例（平成 26年９月文京区条例第 24号）、その他

関係法令を遵守すること。 

イ 別紙１「育成室の基本仕様」に概ね則った設計とすること。 

ウ 仕様整備に係る設計等について区と充分な協議を行うこと。 

⑺ 育成室の運営 

  「別紙２ 仕様書（案）」に従い、育成室を運営することとします。 

   なお、令和８年１月５日（月）から令和８年３月 31日（火）まで（予定）の期間は、 

円滑な運営に向けた開室準備を行い、令和８年４月１日（水）から運営を開始します。 

  ※ 「別紙２ 仕様書（案）」については、本件の結果を踏まえた委託候補事業者と協 

議の上、決定します。 

⑻ その他留意事項 

物品購入等に当たっては、可能な限り区内中小企業に発注するよう努めること。 

 

５ 整備に当たっての条件 

⑴  整備地域は、文京区湯島二丁目 28番 14号（湯島小学校正門）からおおよそ 300ｍ

以内の範囲とします。 

⑵ 物件の広さは、40坪～100坪程度とします（共有部を除く。）。 

⑶ 事業者選定後、開設に当たり、区の実施する近隣説明等に協力すること。 

⑷ 仕様整備の着手に当たっては、事前に整備スケジュール、整備内容等の説明を区に行

い、円滑に実施すること。 



 

⑸ 計画や環境整備に当たっては、全ての児童が安全に、かつ、安心して生活できるよう

保育環境や感染症対策、安全対策等に配慮すること。 

⑹ 計画や環境整備の実施に当たっては、次の事項について防音及び安全管理の観点か

ら近隣へ特に配慮すること。 

  ア 防音対策 

イ 敷地周辺の交通安全対策 

  ウ 工事車両の搬出入経路 

   エ 工事騒音や振動 

 ⑺ 事務室内等、適切な場所に学校 110番を設置すること。 

 ⑻ 環境整備等に係る車両の通行に際しては、十分な安全対策を講じること。また、環境

整備に当たっては、騒音、振動、悪臭及び粉じんの排出を最小限にとどめるよう、配慮

すること。 

 ⑼ バリアフリーに配慮した計画とすること。 

 ⑽ 環境整備に当たり、必要な法令、条例その他関係規定の基準を満たすこと。 

 

６ 文京区公契約条例の適用について 

  本案件は、文京区公契約条例（令和６年６月文京区条例第 24号）の規定により、労働

報酬下限額以上の報酬を労働者等に支払うことや労働条件に関する事項の報告書を区に

提出することなどについて約定する必要があります。 

詳細については、文京区ホームページに掲載されている「文京区公契約条例の手引」そ

の他の関係資料をご確認ください。 

 

７ 提案限度額 

  提案物件賃借料（坪単価／月）     25千円（税込み） 

運営委託費             30,555千円（非課税） 

運営委託費は、１年度当たりの各事業の運営業務に係る直接的・間接的に必要と見込ま

れる全ての経費を含みます。また、令和７年度労働報酬下限額（1,295円）も踏まえて積

算しております。ただし、光熱水費（電気料金、ガス料金及び水道料金）を除きます。 

仕様整備については、事業者の選定後、協定書を結ぶ予定です。 

建物賃貸借に係る敷金・礼金・保証金、開設前家賃については、予算の範囲内において、

別途区が負担します。 

なお、提案限度額は、本選定評価に使用するものであり、区の予算計上を約するもので

はありません。 

【見積金額について】 

育成室の非常勤職員の配置人数については、入室児童数 41人（うち要配慮児１人）の

入室を想定して見積金額を提案してください（定数増対応非常勤職員１人、要配慮児対応



 

非常勤職員１人の追加を想定）。 

契約に当たっては、入室児童数が確定後、必要な非常勤職員の配置人数を協議の上、決

定します。人件費については、見積書（別記様式第 10－２号）により提示された非常勤

職員１人当たりの見積金額をもとに算定します。 

なお、労働報酬下限額が適用となる労働者等については、令和７年度労働報酬下限額

（1,295円）を下回らないように積算してください。あわせて、労働報酬下限額が適用と

なる労働者等であって、１時間当たりの報酬額が低いことが想定される雇用形態の区分

（例：非常勤職員、パート、アルバイト等）については、見積関係書等に積算内訳（例：

報酬単価×時間×日数×人数）を具体的に記入してください。 

※ 育成室事業における令和８年１月５日から令和８年３月 31日まで（予定）の開設準

備（本要項「20 開室準備」参照）に係る経費については、提案限度額には含みませ

ん。本業務に当たっては、事業者の選定後、別途委託契約を結ぶ予定です。 

【契約金額について】 

  令和８年度の契約金額については、見積書（別記様式第 10－２号）の見積金額を基に、

業務の範囲や運営の基準の変更、令和８年度労働報酬下限額等を考慮して、区と受託者の

協議により決定しますが、業務の範囲や運営の基準に変更がない場合、見積書の見積金額

を契約金額とします。 

〔留意事項〕 

  提案限度額を超えた見積金額の提案は、無効とします。 

 

８ 内装整備費 

事業者の選定後、内装整備事業に関する協定書を結ぶ予定です。内装整備に伴う費用は、

令和７年度以降において適用される国、東京都の育成室整備に関する補助制度に沿って

負担いたします。現状での負担限度額は、以下のとおりです。 

内装整備費        40,000千円 

学校 110番設置費     300千円 

内装整備費は、実施設計費、内装設備整備費（電気設備、給排水設備、衛生設備、換気

設備及び機械設備等の整備に係る費用を含む。）及び初度調弁費（事務用品や玩具等の消

耗品等を除く。）を対象とします。 

内装整備費用が負担限度額を超える部分は事業者の負担となります。 

 

９ スケジュール 

 事  項 日  程 

１ 募集要項の公表 令和７年 ７月 24日（木） 

２ 質問受付期間 令和７年 ７月 24日（木）から 



 

令和７年 ７月 31日（木）午後５時まで 

３ 質問回答日(中間回答日) 令和７年 ７月 29日（火）午後５時予定 

４ 参加希望書提出締切り 令和７年 ７月 30日（水）午後５時まで 

５ 質問回答（最終回答日） 令和７年 ８月 ４日（月）午後５時予定 

６ 提出書類受付期間 
令和７年 ８月 ５日（火）から 

令和７年 ８月 18日（月）午後５時まで 

７ 第一次審査 令和７年 ９月上旬（予定） 

８ 
第一次審査結果通知発送 

（全参加事業者） 
令和７年 ９月上旬（予定） 

９ 
第二次審査 

（プレゼンテーション及び質疑応答） 
令和７年 ９月下旬（予定） 

10 
最終結果通知発送              

（第二次審査全参加事業者） 
令和７年 10月中旬（予定） 

11 内装整備期間（予定） 
令和７年 11月 ４日（火）から 

令和８年 ３月 31日（火）まで 

12 開室準備期間（予定） 
令和８年 １月 ５日（月）から 

令和８年 ３月 31日（火）まで 

13 令和８年度委託契約締結 令和８年 ４月 １日（水） 

 

10 区と受託者の責任分担 

区の責めに帰すべき事由による責任又は費用負担は区、受託者の責めに帰すべき事由

による責任又は費用負担は受託者、区と受託者双方の責めに帰すべき事由による責任又

は費用負担は区と受託者の協議により決定することを基本とします。 

区と受託者双方の責めに帰すことのできない事由による責任又は費用負担は、次表の

とおり分担するものとします。次表にない事象又は内容が生じた場合は、責任又は費用負

担について、区と受託者が協議の上、決定します。 

種 類 内 容 
負担者 

区 受託者 

物価変動 物価変動による費用の増加  ○ 

金利変動 金利変動による費用の増加  ○ 



 

 

11 質問の受付 

  本プロポーザルの内容について質問がある場合は、次のとおり受け付けます。 

なお、委託候補事業者の選定が終わるまでの間は、本受付以外の方法での質問は、受け

付けません（参加申込方法に関する質問を除く。）。 

  また、受付期間を過ぎた後は、一切質問を受け付けません。 

 

受付期間 令和７年７月 24日（木）から令和７年７月 31日（木）午後５時まで 

提出方法 

質問書（別記様式第２号）に記入の上、電子メールにより送信してく

ださい。なお、メールの件名は、以下のとおりとし、メール送信時に開

封確認設定を行ってください。 

 

【電子メールアドレス】b702000●city.bunkyo.lg.jp  

           （※●を＠に変換し、ご使用ください。） 

【件名】事業者提案型育成室運営業務委託（湯島地区）プロポーザル質

問（〇〇〇（事業者名）） 

回答方法 

① 令和７年７月 25日(金)午後５時までに受付した質問 

原則として令和７年７月 29日（火）午後５時（予定）までに、区ホ

ームページに回答を掲載します。 

② 上記以降の受付期間内に受付した質問 

「プロポーザル参加希望書」（別記様式第１号）の提出者全員に、令 

和７年８月４日（月）午後５時（予定）までに同じ内容を電子メール

により回答します。 

なお、上記①の受付期間までに提出された質問のうち、未回答の質

問についても、併せて回答します。 

 

法令の変更 

（税法の変更を除く。） 
従業員の最低賃金の引上げ等  ○ 

税法の変更 

消費税率の変更による費用の増加 ○  

上記以外による費用の増加 

（例：法人税率、事業所税率の変更） 
 ○ 

区が貸与する物品の

損傷等物品の取扱い 
仕様書（案）及び添付書類のとおり 

施設の原状回復 
業務委託期間の終了又は委託の取消しに

よる施設の原状回復に係る費用 
 ○ 



 

12 参加希望書及び直近３事業年度の決算報告書（貸借対照表、損益計算書及びキャッシュ

フロー計算書）の提出 

  本プロポーザル選定への参加を希望する事業者は、次のとおり「プロポーザル参加希望

書」及び「直近３事業年度の決算報告書（貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー

計算書）」を提出してください。 

なお、上記書類の提出を本プロポーザル選定への参加要件とするとともに、１法人が複

数のプロポーザル選定に同時に提出することができます。 

参加希望書

及び直近３

事業年度の

決算報告書

の提出 

「プロポーザル参加希望書」（別記様式第１号）に必要事項を記入

の上、直近３事業年度の決算報告書と併せて電子メールにより、  

令和７年７月 30日（水）午後５時（必着）までに送信してください。

メールの件名は、以下のとおりとし、メール送信時に開封確認設定

を行ってください。 

 

【電子メールアドレス】b702000●city.bunkyo.lg.jp 

           （※●を＠に変換し、ご使用ください。） 

【件名】事業者提案型育成室運営業務委託（湯島地区）プロポーザ

ル選定参加希望書提出（〇〇〇（事業者名）） 

 

13 参加方法 

  次の書類を作成し、受付期間内に提出してください。 

⑴ 提出書類 

N0. 内  容 様式番号 備  考 

１ 提出書類一覧表  別記様式第３号  

２ 参加申込書  別記様式第４号  

３ 物件提案書（整備予定含む） 別記様式第５号  

４ 企画提案書 別記様式第６号  

５ 人員配置計画書 別記様式第７号  

６ 勤務予定表 別記様式第８号  

７ 業務実績 別記様式第９号 
事業のパンフレット等も含

む。 

８ 見積書 別記様式第 10号  



 

９ 見積書内訳 指定様式なし  

10 法人概要・事業経歴   

11 法人代表者の履歴書   

12 辞退届 別記様式第 11号 辞退する場合のみ提出 

 

⑵ 提出体裁等 

   以下のとおり必要書類を調製してください。 

ア  提出部数等  ９部（正本１部・副本２部・選定用ファイル６部） 

  イ 調製方法 

(ア) 正本は、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトル、事業者名を記入してくださ

い。正本に添付する書類は、原本としてください。 

(イ) 副本は、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトル、事業者名を記入してくださ

い。副本に添付する書類は、正本の写しとしてください。 

(ウ) 選定用ファイルは、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトルのみ記入してくだ 

さい。 

なお、添付する書類は、上記（１）No.３～７の正本の写しとしてください。

ただし、添付する書類は、事業者名が分からないようにしてください。また、パ

ンフレット等事業者名の記載された書類は、当該部分を黒で塗抹してください。 

(エ) 用紙サイズは、パンフレット等を除き、原則Ａ４判とします。やむを得ない場

合は、Ａ３判をＡ４判の大きさに折ったものでも可とします。 

(オ) 可能な限り両面印刷とし、各ページの下中央部に通し番号を付してください。 

(カ) 提出書類一式を上記⑴表の順番にフラットファイル等に綴り、書類ごとにタ

ックインデックス等を付し、書類の種類が判別できるようにしてください。 

(キ) そのほか、別紙３「企画提案書等作成要領」をご確認ください。 

 

 ⑶ 提出書類の受付及び提出方法 

提出書類の受付については、以下のとおり行います。 

なお、書類の提出をもって、本募集要項の内容を理解し、承諾したものとみなします。 

受付期間 令和７年８月５日（火）から令和７年８月 18日（月）まで 

受付時間 午前９時から午後５時まで 

提出方法 持参 



 

提 出 先 
文京区春日一丁目 16番 21号文京シビックセンター20階 

文京区教育委員会教育推進部児童青少年課施設運営担当 

留意事項 

ア 令和７年８月 18 日（月）午後５時を過ぎてなされた申込み

は、理由のいかんを問わず、無効とします。 

イ 提出書類に重大な不備があった場合は、申込みを無効とする

場合があります。 

ウ 提出期限後は、区が求めた場合を除き、提出書類の差し替え、

追加等の変更はできません。 

エ 書類提出時に、第一次審査結果通知用の封筒（長形３号。宛

先を記入、110円切手を貼付したもの）を併せて提出してくだ

さい。 

オ 申込み及び提出に要する費用は、全額、申込者の負担としま

す。 

カ 提出された書類等は、一切返却しません。 

キ 提出された書類等は、無断で事業者の選定以外の目的のため

に使用することはありません。 

ク １法人が複数の申込みをすることはできません。 

ケ 書類提出後に申込みを辞退する場合は、辞退届（別記様式 

第 11号）を電子メールにより、令和７年８月 25日（月）午後

５時までに提出してください。メールの件名は、以下のとおり

とし、メール送信時に開封確認設定を行ってください。 

【電子メールアドレス】b702000●city.bunkyo.lg.jp 

          （※●を＠に変換し、ご使用ください。） 

【件名】事業者提案型育成室運営業務委託（湯島地区）プロポー

ザル選定辞退届提出（〇〇〇（事業者名）） 

 

14 選定方法 

 選定は、プロポーザル方式により行い、選定委員会によって次のとおり審査します。 

 ⑴ 第一次審査 

   第一次審査は、事業者から提出された企画提案書等を基に、書類審査により候補事業 

者を上位３者程度選定します。 

 ⑵ 第二次審査 

   第二次審査は、第一次審査で選定された事業者が、企画提案書等に基づき１者当たり

20分以内でプレゼンテーションを行います。その後、選定委員から 15分程度の質疑応

答を行います。プレゼンテーションは、本件の中心的役割を担う者が行うこととします。



 

（パワーポイントの仕様も可能、機器については事前に申告をした場合、プロジェクタ

ー及びスクリーンは区が準備します。パソコンについては事業者側で準備することと

します。） 

なお、第二次審査を受ける事業者は、第二次審査当日に、選定結果通知用の封筒（長

形３号。宛先を記入、110円切手を貼付したもの）を提出してください。 

 ⑶ 委託候補事業者の選定 

   委託候補事業者は、第一次審査、第二次審査及び価格評価による総合評価点の最も高

い事業者を交渉順位第１位、総合評価点の２番目に高い事業者を交渉順位第２位とし

て選定します。ただし、区の設定した基準点を下回った候補事業者は、順位にかかわら

ず選定しません。 

 

15 結果通知及び公表 

 ⑴ 第一次審査結果は、審査を行った全ての申込者に結果のみを郵送で通知します。 

   なお、第一次審査で選定された事業者には、第二次審査の日時、場所等も併せて通知

します。 

⑵ 最終結果は、第二次審査を行った全ての事業者に結果のみを郵送で通知します。 

⑶ 審査の透明性を図るため、次の項目をホームページで公表します。 

なお、審査結果に係る問合せには応じません。 

   【公表する項目】 

ア 件名 

イ 業務概要 

ウ 選定した日 

エ 契約交渉順位第１位の事業者名及び所在地 

オ 契約交渉順位第１位の事業者が提案した見積金額 

カ 選定結果（参加者名は、番号等に置き換えます。） 

 

16 情報公開の取扱い 

  文京区情報公開条例（平成 12年３月文京区条例第４号。以下「条例」という。）に基づ

き、情報公開請求があった場合は、条例第７条第３号に該当する事業者の不利益情報を

除き、公開します。 

なお、公開の可否は、区が判断します。 

 

17 提供する資料の取扱い  

区が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁止します。また、

この検討の目的の範囲内であっても、区の了承を得ることなく第三者に対してこれを使

用させ、又は内容を提示することを禁止します。 

 



 

18 無効・失格 

⑴ 提出された企画提案書等に虚偽の記載があった場合又は本募集要項に適合しない場

合は、無効とします。 

⑵ 参加資格要件を満たさなかった場合は、失格とします。 

⑶ 選定された事業者が、選定後、契約締結前に虚偽の提案や記述を行ったことが判明し

た場合等は、失格とします。 

 ⑷ 他の事業者等の申込み等を妨害した場合は、失格とします。 

⑸ ⑴、⑶及び⑷に該当する場合は、指名停止要綱に基づき、指名停止を行うことがあり

ます。 

 

19 契約 

  契約に当たっては、契約交渉順位第１位の委託候補事業者と提案内容に基づき仕様内

容を協議の上、決定します。契約交渉順位第１位の委託候補事業者との協議が不調となっ

た場合、契約交渉順位第１位の委託候補事業者が契約締結までの間に上記「２ 参加資格」

を有しなくなり、失格となった場合又は文京区の指名停止処分に該当することとなった

場合は、契約交渉順位第２位の委託候補事業者を繰り上げ、協議を行うこととします。 

 

20 開室準備 

本開室準備（環境整備を除く。）に当たっては、事業者の選定後、別途委託契約を結ぶ

予定です。また、本開室準備（環境整備を除く。）に係る経費については、「６ 提案限度

額」で示した運営委託費の上限額には含みません。 

⑴ 期間（予定） 

令和８年１月５日（月）から令和８年３月 31日（火）まで 

⑵ 概要 

以下を基本とし、業務の円滑な遂行のための開室準備を行うこと。 

職名 配置日数 １日当たりの勤務時間 

主任放課後児童支援員 

（１室当たり１人以上） 

※仕様書（案）１０(２)「主

任放課後指導支援員」参照 

月 10日以上 
午前 10時から午後６時 45分まで 

（基本） 

放課後児童支援員 

（１室当たり１人以上） 
月 10日以上 

午前 10時から午後６時 45分まで 

（基本） 

要配慮児対応非常勤職員

（１室当たり１人以上） 
月 10日以上 

午後１時 30分から午後６時 45分まで

（基本） 



 

※ 上記以外の非常勤職員等については、適宜４月以降の運営準備に当たること。 

※ 上記勤務時間を基本とし、行事等により変更する場合がある。 

【留意事項】 

開室準備に配置する職員は、令和８年４月１日以降においても引き続き勤務す

る職員とすること。 

【開室準備期間中の主な業務内容】 

ア 文京区育成室の保育内容に係る開室準備 

イ 文京区育成室の入退室事務に係る開室準備 

ウ 区が加入している補償内容以上の賠償責任保険への加入（補償内容につい

ては、下記「21 賠償責任保険の加入」参照） 

エ 区が実施する行事等への参加及び開室準備にあたって必要な施設・機関等

への訪問 

オ 令和８年４月１日から事務室内のパソコン、プリンター、インターネット

（緊急地震速報端末の設置を含む）、メール、コピー機及びＦＡＸが使用でき

る環境整備（機器設置及び配線整備を含む） 

カ 消耗品の購入等 

キ その他育成室の運営に係る必要な業務の準備 

 

21 賠償責任保険の加入 

        受託者は、次に掲げる補償内容以上の賠償責任保険に加入し、当該保険からの保険金支

払によって損害賠償責任に対応するものとします。 

なお、当該保険への加入に当たっては、受託者を記名被保険者、区を追加被保険者、利用

者等を保険金請求権者として受託者が費用負担の上、加入手続を行うものとします。 

 【保険金額（保険金支払限度額）】 

身体障害事故 
１人につき１億円 

１事故につき 10億円 

財物損壊事故 １事故につき 2,000万円 

 

22 第三者への業務の委託 

   受託者は、業務の全てを第三者に委託することはできませんが、事前に区の承認を得

た上で、清掃業務など業務の一部を第三者に委託することができます。委託について

は、その業務の範囲と委託先を事前に区に書面により協議してください。 

なお、委託に当たっては、できる限り区内中小企業の活用に努めてください。 

 



 

23 個人情報の取扱い 

  受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）第 66条第２項の

規定に基づき、個人情報保護の義務を負い、罰則の対象となります。受託者及び受託者

から本施設の業務の委託を受けた者は、当該業務において、個人情報の漏えい、滅失又

は毀損の防止その他の個人情報の適切な管理について必要な措置を講じてください。 

 

24 著作物の取扱い 

  受託者が委託料により作成した著作物の著作権（著作権法（昭和 45年法律第 48号）

第 21条から第 28条までに規定する権利を含む。）は、区に帰属するものとします。 

 

25 その他 

本要項に定めのない事項及び本要項に疑義が生じた場合は、協議により決定します。 

 

26 事業担当 

  文京区教育委員会教育推進部児童青少年課施設運営担当、施設整備担当 

  〒112－8555 文京区春日一丁目 16番 21号 文京シビックセンター20階北側 

  TEL 03-5803-1972 

  FAX 03-5803-1368 

  E-Mail b702000●city.bunkyo.lg.jp 

     （※●を＠に変換し、ご使用ください。） 

 


